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⑴ 策定の趣旨 
本町は、デジタル化に積極的に取り組むことにより、町民の暮らしを支え守

るとともに事務手続の効率化・高度化を推進するため、令和５年３月に「吉田

町ＤＸ推進計画（以下「ＤＸ推進計画」という。）」を策定しました。 

ＤＸ推進計画では、本町のデジタル化政策推進に向けた４つの取組指針を掲

げデジタル化を進めることとしており、その具体的な個別の取組を計画的に進

めるために本アクションプランを策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 進捗管理 
  各アクションプランの取組課において、毎年度、進捗管理を実施し、必要に

応じて内容の修正や追加を行います。 
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⑶ アクションプラン一覧 
行政の業務効率化の推進 ⑴ 庁内の情報システムの標準化・共通化 

⑵ 庁内システム・ネットワークの整備 

⑶ ＡＩ・ＲＰＡの利用推進 

⑷ 職員のテレワークの推進 

⑸ セキュリティ対策の徹底 

より便利な住民サービスの提供 ⑴ マイナンバーカードの普及促進 

⑵ 行政手続のオンライン化 

⑶ 行政手続のワンストップ化 

⑷ キャッシュレス決済の推進 

⑸ オープンデータの活用推進 

地域全体の活性化の推進 ⑴ 様々な情報発信手段の活用 

⑵ 契約管理のデジタル化の検討 

⑶ 町内産業のデジタル化の推進 

⑷ 住民の暮らしを支えるデジタル化の推進 

災害に強い安全・安心なまちの

実現 

⑴ 情報収集・伝達手段のデジタル化 

⑵ デジタル技術を活用した防災対策の推進 

⑶ シーガーデンシティ構想へのデジタル技術の活用 

⑷ 災害に強い業務体制の確立 

⑸ 治山治水施設へのデジタル技術の活用 
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・標準化作業部会の設置（業務システムの移行責任）⇒業務システムのFit&Gapは業務
担当が主管し、システム提供事業者との調整を行う。
・契約事務上の取りまとめは総務課情報管理部門で行う。
・各課主管システムのデータについて、標準化に伴いオプションとなる部分を利用し
ている事務がある場合、全庁的に業務フローの見直しを行う。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・ガバメント
クラウドの利
用申請を国に
提出する。
・システムベ
ンダ―との移
行業務に係る
業務委託契約
を締結する。

・Fit&Gap資料を基に業務
フローの見直しを行う等、
移行に係る準備を進める。

・令和７年度中に国の指定
する主要20業務の移行を完
了する。

・令和７年度末までに移行
ができなかったシステムが
ある場合、引き続き移行作
業を完了させる。

(総務課)事務局として標準化・共通化に関する取りまとめ等を行う。
(各業務主管課)庁内システムの提供事業者やＣＩＯ補佐官と協力して期限内のシステム移行対応を
行う。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

令和７年度末までを目標とされている情報システムの標準化・共通化に対応する。

取組課

取組指針 行政の業務効率化の推進

施策体系 ⑴　庁内の情報システムの標準化・共通化

庁内システムの標準化対応

標準化対象システム利用課(総務課、税務課、町民課、福祉課、こども未来課、健康づくり課、学校教育課)
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・電子決裁の導入検討を行う。
・会議のペーパーレス化について、令和５年度の消耗品歳出(トナー、ドラムユニッ
ト、紙代等)を基準に、令和８年度終了時点で50％の経費削減を目標とする。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・庁内情報
システムの
無線化、
ペーパーレ
ス化のガイ
ドライン作
成を検討す
る。

・ペーパーレス化のガイド
ラインの実践と内容の見直
しを行う。

・引き続きペーパーレス化
の内容の見直しを行う。

・次期システム入替（令和
10年度）に向けたシステム
更新の検討を開始する。

庁内会議や資料の回覧の効率化に資すると考えられるシステムやサービスについて、調査及び積極
的な導入に向けた検討を行う。内部会議については積極的なペーパーレス化を促す。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

庁内ネットワークの無線化を通じてペーパーレス会議を促進する。決裁事務の電子化を検討する。

取組課

取組指針 行政の業務効率化の推進

施策体系 ⑵　庁内システム・ネットワークの整備

庁内業務システムの整備・ペーパーレス化の推進

総務課
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・各種事務に用いるデータの作成を自動化及び省力化できるシステムの調査、導入に
ついて検討を行う。
・議事録作成支援のＡＩ文字起しサービスを利用した業務効率化を進める。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・業務フ
ロー整理実
施、作業部
会を設立す
る。

・引き続き、業務フローの
整理を行う。
・整理したフローを基に、
自動化できる部分に対して
適用できるサービスがある
か情報収集を行う。

・令和８年度からの導入対
象業務を選定する。
・システムの導入に向けた
予算要求を行う。

・システムを利用した業務
改善を実施する。
・引き続き、自動化や改善
できる業務の調査検討を行
う。

業務体制の見直しを行い、自動化できる部分について、国の交付金等を活用して積極的なシステム
導入を検討する。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

手続１件当たりに掛かる時間を減らすことで、将来的な職員数減にも耐えられる業務体制の確立
や、効率的な行政運営につなげる。

取組課

取組指針 行政の業務効率化の推進

施策体系 ⑶　ＡＩ・ＲＰＡの利用推進

ＡＩ・ＲＰＡの利用推進

全課
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・テレワーク時の連絡手段として、業務用携帯電話の必要性を検討する。
・出勤職員とテレワーク職員がリアルタイムでやり取りできるようなチャットツール
等の調査を行う。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・テレワー
ク実施環境
の実証、制
度面の整備
を行う。

・テレワーク可能な業務の
洗い出し、枠の拡充につい
て、随時見直しを行う。

・行政手続のオンライン化
と併せて、テレワーク対応
可能な窓口業務を拡大でき
るか調査を行う。

・テレワーク可能な環境を
視野に入れた次期(令和９
～10年度)システム整備の
方針策定及び端末調達につ
いて検討を行う。

テレワークが可能な業務の洗い出し、対応端末等の拡充を随時検討、実施していく。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

職員が業務に当たる際の選択肢として、テレワークができる環境の拡充を図る。

取組課

取組指針 行政の業務効率化の推進

施策体系 ⑷　職員のテレワークの推進

職員テレワーク環境の整備・拡大

総務課
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・職員のセキュリティ対策研修受講率１００％、セキュリティ事故発生件数０件を目
指す。
・情報セキュリティ対策実施状況内部監査を実施する。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・吉田町情
報セキュリ
ティポリ
シー及び吉
田町ICT-BCP
の見直しを
行う。

・ＣＩＯ補佐業務委託内で
の情報セキュリティ対策研
修を実施する。

・ＣＩＯ補佐業務委託内で
の情報セキュリティ対策研
修を引き続き実施する。
・令和８年度以降の研修実
施方法について見直しを行
う。

・次期システム入替（令和
10年度）に向けたセキュリ
ティ対策強化案の検討を開
始する。

吉田町情報セキュリティポリシー及び吉田町ICT-BCPの見直しを行う。
情報セキュリティに関する職員研修を実施する。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

国のセキュリティポリシー等に沿って情報保護の見直しを行うとともに、定期的に研修を行うこと
で職員全体のセキュリティ意識の向上を図る。

取組課

取組指針 行政の業務効率化の推進

施策体系 ⑸　セキュリティ対策の徹底

セキュリティ対策の徹底

総務課（情報管理部門）
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・マイナンバーカードを利用した証明書自動交付機の庁内設置やカードの内蔵ＩＣ
チップ等を確認して申請書の作成補助を行うサービスの導入を検討する。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・コンビニ
交付の証明
書減額サー
ビスを実施
する。

・オンライン申請手続の拡
充について検討を開始す
る。

・マイナンバーカードを利
用した各種手数料の減免に
ついて検討する。（コンビ
ニ交付以外）

・周辺市町と連携した広域
的な活用ができないか、事
例の調査と提案について検
討する。

総務課を中心として全体方針を取りまとめながら、住民向けに番号制度の安全性・利活用について
周知を図る。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

普段使いのツールとしてのマイナンバーカードの認知度向上を図る。

取組課

取組指針 より便利な住民サービスの提供

施策体系 ⑴　マイナンバーカードの普及促進

マイナンバーカードの普及促進

総務課、町民課
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・職員採用試験への応募のオンライン申請受付について検討する。
・全体的な業務フローの見直しを行う。
・申請件数の多い手続から順次オンライン申請に対応する。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・行政手続
のオンライ
ン化を前提
とした吉田
町情報セ
キュリティ
ポリシーの
見直しを行
う。

・マイナポータルで申請で
きるぴったりサービスにつ
いて住民への周知を行う。

・標準システムとオンライ
ン申請の処理について、シ
ステム上で処理できるよう
申請管理システム改修の検
討を開始する。

・オンライン申請対応業務
の拡充を目的とした検討を
行う。

オンライン申請対応業務を拡充することで、住民の利便性向上及びサービス利用件数の増大を目指
す。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

様々な行政手続を窓口に来なくても済ませられるオンライン申請を充実させることで、住民の負担
軽減と、業務コストの削減を目指す。

取組課

取組指針 より便利な住民サービスの提供

施策体系 ⑵　行政手続のオンライン化

オンライン申請の推進

総務課、町民課、福祉課、こども未来課、健康づくり課
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・ワンストップ窓口の業務体制について、行財政構造改革推進会議での審議を行う。
・窓口での申請についてもオンライン申請と同様の手順で処理することで、申請処理
の簡略化を図る。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・検討部会
を設立し、
勉強会及び
検討会を実
施する。

・ぴったりサービスに掲載
されている手続の確認及び
内容の見直しを行う。
・「書かない窓口」実施自
治体を視察する。
・必要なシステムの導入に
向けた見積を行う。

・ワンストップ窓口設置に
向けた業務体制の見直しを
行い、改善案を作成する。
・ワンストップ窓口の試験
的な設置及び運用を開始す
る。

・対象業務の拡大や体制の
見直しを随時行っていく。

窓口のワンストップ化/オンラインでのワンストップ化（申請者に合ったサービスの情報を役場側
から提供できる環境の構築）

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

各種行政手続のワンストップ化を進めることで、住民の行政手続による負担軽減を図る。

取組課

取組指針 より便利な住民サービスの提供

施策体系 ⑶　行政手続のワンストップ化

各種行政手続のワンストップ化の推進

総務課等
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・窓口でのキャッシュレス決済サービスを開始する。
・令和５年現在キャッシュレス決済に対応している納付書については、引き続き利用
可能なよう継続する。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・導入済み
自治体の実
施状況につ
いて、情報
収集を行
う。

・現金の取扱いが発生する
事務について、各課の状況
を把握する。
・キャッシュレス決済導入
に向けて、各課業務フロー
の見直しを開始する。

・キャッシュレス決済導入
に向けた各課業務フロー見
直しを完了する。
・キャッシュレスレジの導
入に向けた予算要求を行
う。

・キャッシュレス決済の運
用を開始する。

窓口におけるキャッシュレス決済を導入する。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

窓口での出納について、キャッシュレス決済を利用可能にし、住民の利便性向上につなげる。

取組課

取組指針 より便利な住民サービスの提供

施策体系 ⑷　キャッシュレス決済の推進

キャッシュレス決済の推進

収納事務、徴収事務の取扱いのある課
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・現在町で保有している各種データをオープンデータとして公開する。
・自治体標準オープンデータセットに定義されるフォーマットでの公開を検討する。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・現在取り
扱っている
データの中
から、オー
プンデータ
として公開
可能なもの
を登録す
る。

・公開オープンデータを拡
充する。
・登録したオープンデータ
を自治体標準データセット
の形式に対応できるか検討
する。
・公開用地図データベース
の構築について検討する。

・自治体標準オープンデー
タセットに定義される基本
14項目について、オープン
データとして公開する。
・公開用地図データベース
の構築について、予算要求
を行う。

・公開されているオープン
データの内容見直しを行
う。
・新規追加項目の公開を検
討する。
・構築した地図データベー
スについて、一般向けに公
開する。

（総務課）情報を公表する。
（参加課）課で保有するデータをオープンデータとして掲載できるよう整理する。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

行政が保有する様々なデータを二次利用可能な形式で公開することで、住民・地域・企業の活用可
能なオープンデータを充実させ、新たな価値の創出につなげる。

取組課

取組指針 より便利な住民サービスの提供

施策体系 ⑸　オープンデータの活用推進

オープンデータの拡充と活用の推進

総務課等
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

取組課 企画課

取組指針 地域全体の活性化の推進

施策体系 ⑴　様々な情報発信手段の活用

検討・計画作成

デジタル技術を活用した情報発信の強化

情報発信のための様々なメディアを用い、それぞれの特性を活かして多くの人たちに本町の魅力を
伝えられるように努める。

職員の情報発信能力向上のため、勉強会の開催、各情報発信媒体のマニュアル等の作成及び改定、
ホームページの定期的な見直しを行う。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・ホームペー
ジのデザイン
リニューアル
を進める。
・インスタグ
ラムを活用し
た情報発信を
強化する。

・ホームページ、LINEの操
作マニュアル及び発出時の
ガイドラインの作成を行
う。
・ホームページ編集に関す
る勉強会を開催する。

・ホームページ編集に関す
る勉強会を開催する。
・ホームページの内容見直
しを行う。

計画年度中の
到達目標

・全庁的なＳＮＳ活用方針の改定、シティプロモーションとしての各種情報発信媒体
の戦略的な運営を実施する。

・ホームページ編集に関す
る勉強会を開催する。
・ホームページ運用事業者
見直しの検討を行う。
・新たな情報発信手段の活
用の検討と既存の情報発信
手段の見直しを行う。

13



■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・電子入札を実施する。
・入札参加資格申請のオンライン受付を開始する。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・電子入札
の実施につ
いて検討を
行う。

・電子入札の実施及びシス
テム運用を開始する。
・事業者向けの周知を行
う。

・令和９～10年度分の入札
参加資格申請のオンライン
受付について検討する。

・令和９～10年度分の入札
参加資格申請のオンライン
受付が開始できるよう体制
を整備する。

入札参加資格申請の電子化を実施する。
入札及び契約事務の電子化を検討する。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

入札参加資格申請から契約の締結までの一連の手続を電子化することで、事業者の負担軽減と事務
処理の効率化を図る。

取組課

取組指針 地域全体の活性化の推進

施策体系 ⑵　契約管理のデジタル化の検討

契約管理のデジタル化の検討

財政管理課
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

取組課 産業課

取組指針 地域全体の活性化の推進

施策体系 ⑶　町内産業のデジタル化の推進

検討・計画作成

町内産業のデジタル化の推進

町内の産業がこれからも持続的な成長を成し遂げるために、デジタル化を支援するための調査検討
を進める。

関係機関と連携し、産業分野（水産・農業・商業・観光）に関するデジタル技術及びデータの活用
を促進し、事業の効率化や経営力の向上を図るための支援体制の構築を行う。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・農業分野に
関するオンラ
イン申請を導
入する。
・町ホーム
ページの産業
に関する情報
内容の見直し
を行う。

・町ホームページの産業に
関する情報内容の更新を行
う。

・町内事業者のＤＸ推進を
後押しする支援体制の構築
について検討を進める。

計画年度中の
到達目標

・産業分野に関するデジタル申請等の導入により事業者や住民の利便性を向上させ
る。
・様々なＷＥＢメディアを活用し、地域産業に関するデータ資料やＤＸ導入に関する
情報を事業者や住民にわかりやすく提供する。

・町内の産業分野に関する
ＤＸ推進状況の把握のため
の調査を行う。
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・スマートフォン教室やデマンド交通サービス等のデジタルデバイド対策の周知を行
う。
・交通弱者の利便性改善のため、オンラインでの申し込み可能なデマンド交通を開始
する。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・高齢者を主
な対象とした
スマートフォ
ン教室を実施
する。
・デマンド交
通サービスの
試験運用を開
始する。

・スマートフォン教室の継
続的な実施について、検討
を行う。
・デマンド交通サービスに
ついて、前年度の試験運用
結果を反映した本運用の検
討を行う。

・町民向けデジタルリー
ダー育成研修の実施につい
て検討する。

・その他の住民課題の解決
に資するシステムについて
調査を進める。

スマートフォン教室等のデジタルデバイド対策事業を実施する。
交通弱者の利便性改善のため、オンラインでの申し込み可能なデマンド交通を開始する。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

個人の属性等に関係なく、誰もがデジタル技術の恩恵を享受できるよう、自治体として支援を行
う。

取組課

取組指針 地域全体の活性化の推進

施策体系 ⑷　住民の暮らしを支えるデジタル化の推進

デジタルデバイド対策の推進

総務課、企画課、福祉課
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・職員間の情報伝達手段及び体制について確立させる。
・災害時の情報収集、発信手段及び体制について確立させる。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・各種情報
発信手段(同
報無線、防
災ラジオ、
LINE等)の周
知を行う。

・総合防災訓練で出てきた課
題に対するフィードバックや
機器の点検を実施する。
・無線の台数増をはじめとし
た連絡手段の充実について検
討する。

・新たな情報伝達手段の導
入に向けた事例調査を行
う。
・防災訓練でのドローン操
縦訓練等を検討する。

・災害時の情報収集及び発
信を目的としたＳＮＳアカ
ウントの運用を検討する。

情報収集手段の周知を行う。
災害対策本部の情報伝達手段及び体制の見直しを行う。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

本町を取り巻く環境に応じた適切な情報収集・伝達手段をデジタル化することで、災害時対応の高
度化や情報収集・伝達手段の確保を目指す。

取組課

取組指針 災害に強い安全・安心なまちの実現

施策体系 ⑴　情報収集・伝達手段のデジタル化

情報収集・伝達手段のデジタル化

総務課、防災課
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

前期 後期

取組課 防災課、学校教育課

取組指針 災害に強い安全・安心なまちの実現

施策体系 ⑵　デジタル技術を活用した防災対策の推進

実施/運用

見直し/更新

検討・計画作成

デジタル技術を活用した防災対策の推進

ＡＲやＶＲを活用することで、より現実に近い形で様々な災害を疑似体験できる場を提供し、防災
意識を効果的に高める。

災害疑似体験のＶＲ映像や防災関連アプリを活用した防災学習の検討・実施を進める。
小・中学校において、学習者用パソコンを活用した吉田町の防災に関する学習を実施する。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期 後期

・吉田探究における各種デ
ジタルデータを活用した防
災学習を実践する。
・ＡＲ／ＶＲを活用した防
災学習の事例研究を行う。

・防災学習に活用可能な機
材等の購入等を検討する。

計画年度中の
到達目標

・災害疑似体験のＶＲ映像や防災関連アプリを活用した防災学習の検討・実施を進め
る。
・小・中学校において、学習者用パソコンを活用した吉田町の防災に関する学習を実
施する。
・オンラインによる地域防災指導員及びジュニア防災士の養成講座を実施する。

取組内容

・防災訓練
等における
防災関連ア
プリの周
知、実践を
参加者に呼
びかける。

・小学５年生の吉田探究にお
いて、静岡県地震防災セン
ターの公表している資料や貸
出機器を用いた防災学習の実
施を検討する。
・防災訓練における各種デジ
タルツールの運用や周知につ
いて、適宜見直しを行う。
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

取組課 企画課、産業課

取組指針 災害に強い安全・安心なまちの実現

施策体系 ⑶　シーガーデンシティ構想へのデジタル技術の活用

検討・計画作成

シーガーデンシティ構想へのデジタル技術の活用

”新たな安全”と”新たな賑わい”の創出を目指す「シーガーデンシティ構想」において、目的達
成につながるデジタル技術の調査研究を行う。

堤体が完成した川尻防潮堤の法面芝管理等の維持管理や、新たに整備する吉田ＩＣバスターミナル
や吉田公園南側エリア等の利便性向上に資する手段としてデジタル技術の導入を検討する。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・資料収
集、先進地
の視察等を
行う。

・吉田ＩＣバスターミナル整
備の詳細設計において、ス
マートバス停やデジタルサイ
ネージの導入の検討を進め
る。
・シーガーデンにおけるＰＦ
Ｉ事業者公募で、効率的な施
設運営のためのデジタル技術
活用等の提案を募集する。

・必要となる設備の整備を
実施する。
・供用開始に向け、課題を
整理するための実証的な運
用を検討する。

計画年度中の
到達目標

・新拠点における導入技術の具体案の抽出を行う。
・導入に向けたロードマップの整理を行う。

・導入に向けた関係機関と
の協議を実施する。
・拠点整備の地元説明時等
における３ＤＶＲイメージ
図の活用について検討す
る。
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

計画年度中の
到達目標

・吉田町ICT-BCPの改定を行う。
・発災時の連絡手段及び体制について確立させる。
・被災者支援システムの導入について検討を行う。

後期 前期 後期

検討・計画作成

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・吉田町ICT-
BCPを見直し、
改定案を作成
する。
・発災時の連
絡の体制及び
手段について
見直しを検討
する。

・現在の庁内システムの契
約内容等に合わせた吉田町
ICT-BCPの改定を行う。
・発災時に災害対策本部の
体制及び人員配備状況を
チェックできるツールにつ
いて、調査検討を行う。

・システムの標準化に合わ
せた吉田町ICT-BCPの改定
を行う。
・避難所と災害対策本部の
連絡体制について見直しを
行う。

・ガバメントクラウドの運
用に合わせた業務システム
の運用及び通信体制につい
て確認する。

吉田町ICT-BCP見直しを行う。
庁舎内の設備の見直しを行う。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期

災害発生時に業務システムが問題なく活用できるよう、災害時対応の強化を推進し、途切れること
なく業務を継続できる体制を整備する。

取組課

取組指針 災害に強い安全・安心なまちの実現

施策体系 ⑷　災害に強い業務体制の確立

災害に強い業務体制の確立

総務課、防災課、福祉課
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■情報化推進施策の計画概要

事業名称

事業目的

事業内容

取組課 防災課、建設課

取組指針 災害に強い安全・安心なまちの実現

施策体系 ⑸　治山治水施設へのデジタル技術の活用

検討・計画作成

治山治水施設へのデジタル技術の活用

水害や土砂災害等による被害から住民の生命や財産を守るとともに、災害対応時における安全を確
保するため、施設のデジタル化を推進し防災力の強化を図る。

情報を迅速に把握できるよう水位センサーや監視カメラを設置するとともに、災害時の初動を早め
るため排水ポンプ場等の全自動化を進める。

スケジュール
R5 R6 R7 R8

後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

実施/運用

見直し/更新

取組内容

・水位セン
サーを設置す
る。（宮裏
川、住吉川、
稲荷川）
・湯日川流域
整備検討業務
（計画策定）
を開始する。

・宮裏川河口に全自動排水
ポンプ場の整備に着手す
る。（水位計、監視カメラ
搭載）

・第１排水機場の排水ポン
プ増強に着手する。
（一部全自動化）
※令和９年度完成予定

計画年度中の
到達目標

・宮裏川河口排水ポンプ場の全自動化工事（水位感知⇒ポンプ作動）を完成させる。
・第１排水機場の全自動化工事（水位感知⇒ポンプ作動）に着手する。
・湯日川流域整備計画（デジタル化整備含む）を策定する。

・宮裏川河口の全自動排水
ポンプ場の整備の完成を目
指す。
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